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高

限

限

保険年金課　 （25）8137

　　

８
月
１
日
か
ら
ご
使
用
い
た
だ
く
新

し
い
受
給
者
証
を
７
月
末
に
市
役
所
か

ら
郵
送
し
ま
す
。

★
受
給
者
証
が
届
い
た
ら
・
・
・

　

新
し
い
受
給
者
証
の
記
載
事
項
な
ど

を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　

古
い
受
給
者
証
は
、
お
近
く
の
支
所

ま
た
は
市
役
所
保
険
年
金
課
へ
お
返
し

く
だ
さ
い
。

　

更
新
に
関
す
る
ご
案
内
を
郵
送
し
ま

す
の
で
、
同
封
の
申
請
書
を
各
支
所
ま

た
は
市
役
所
保
険
年
金
課
へ
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

▼
持
ち
物

　

・
国
保
の
保
険
証

　

・
認
定
証
（
現
在
お
持
ち
の
方
）

　

・
印
鑑
（
認
印
）

　

・
過
去
12
か
月
で
90
日
以
上
入
院
さ

　
　

れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
領
収
書

　
「
限
度
額
適
用
認
定
証
」、「
限
度
額

適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」
は

入
院
時
に
使
用
す
る
も
の
で
す
。
現
在

現
在
交
付
分
の
有
効
期
限
は

　

      　
　

７
月
31
日
ま
で 

　

国
民
健
康
保
険
に
加
入
さ
れ
て
い
る
70
歳
以

上
75
歳
未
満
の
方
に
交
付
さ
れ
る
も
の
で
、
70

歳
の
誕
生
月
の
翌
月
（
１
日
生
ま
れ
の
方
は
誕

生
月
）
か
ら
75
歳
で
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険

者
証
の
交
付
を
受
け
る
ま
で
の
間
交
付
さ
れ
ま

す
。（
負
担
割
合
な
ど
は
表
２
参
照
）

お
持
ち
で
な
い
方
も
、
随
時
受
付
し
て

い
ま
す
の
で
、
入
院
前
に
は
お
近
く
の

支
所
ま
た
は
市
役
所
保
険
年
金
課
で
申

請
し
て
く
だ
さ
い
。

限
度
額
適
用
認
定
証

限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

　

を
お
持
ち
の
方
へ
は
・・

高
齢
受
給
者
証

　

を
お
持
ち
の
方
へ
は
・・

【表１】70歳未満の方の自己負担限度額

※１　基礎控除後の総所得金額などが６００万円を超える世帯および未申告世帯
※２　過去12か月間に高額療養費の支給が３回以上あった場合の４回目以降
　　　なお、国民健康保険税を滞納されている世帯には【認定証】が交付できませんので、保険税は納期限までに納めましょう。

所得区分 ３回までの限度額 ４回目以降の限度額　※２

一　般　の　方    ８０，１００円＋ (医療費－２６７, ０００円）×１% ４４，４００円

上位所得者　※１ １５０，０００円＋ (医療費－５００, ０００円）×１% ８３, ４００円

住民税非課税世帯 ３５，４００円 ２４, ６００円

所得区分 負担割合 外来の限度額（個人ごと） 入院時および世帯単位の自己負担限度額（月額）

現役並み所得者 ３割 ４４，４００円 ８０，１００円＋ (医療費－２６７，０００円）×１%
（４回目以降は４４，４００円）

一 般 の 方 １割 １２，０００円 ４４，４００円
低所得Ⅱの方 １割 ８，０００円 ２４，６００円
低所得Ⅰの方 １５，０００円

【表２】70歳以上75歳未満の方の自己負担限度額

注）外来分は従来どおり高額療養費支給申請が必要です。

所得区分 入院時の食事代（1食当たり）

一般の方（住民税課税世帯） ２６０円

減額認定証該当の方（住民税非課税世帯）
70歳以上75歳未満では低所得Ⅱの方

入院期間が90日以内 ２１０円

９１日以上 １６０円
70歳以上75歳未満の方で低所得Ⅰの方
（住民税非課税世帯で年金受給額80万円以下または老齢福祉年金受給者） １００円

【表３】減額後の料金

齢
受
給
者
証

度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

度
額
適
用
認
定
証

《 

高
齢
受
給
者
証 

》

　

70
歳
未
満
の
方
が
申
請
し
て
認
定
さ
れ
る
も

の
で
、
こ
の
認
定
証
を
提
示
す
る
こ
と
で
、
入

院
時
の
窓
口
で
の
支
払
い
が
自
己
負
担
限
度
額

ま
で
と
な
り
、
そ
れ
以
上
の
高
額
療
養
費
分
の

支
払
い
が
不
要
と
な
り
ま
す
。（
表
１
参
照
）

※
３ 

所
得
に
よ
り
、「
低
所
得
Ⅰ
」
と
「
低  

　
　

 

所
得
Ⅱ
」
の
２
種
類
が
あ
り
ま
す
。

・
低
所
得
Ⅰ
…
住
民
税
非
課
税
世
帯
で
全
て  

　
　
　
　
　
　

の
世
帯
員
の
所
得
が
一
定
基

　
　
　
　
　
　

準
以
下

・
低
所
得
Ⅱ
…
住
民
税
非
課
税
世
帯

　

70
歳
未
満
の
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
方
と

70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
方
で
、
か
つ
低
所
得

（
※
３
）
の
方
が
申
請
し
て
認
定
さ
れ
る
と
交

付
さ
れ
る
も
の
で
、
こ
の
認
定
証
を
提
示
す

る
こ
と
で
、
入
院
時
の
自
己
負
担
限
度
額
と

食
事
代
が
減
額
さ
れ
ま
す
。（
表
２
・
３
参
照
）

　

70
歳
未
満
の
方
の
高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
額
の
計
算
条
件
の
う
ち
、
次
の

部
分
が
平
成
22
年
４
月
診
療
分
か
ら
変
更
さ
れ
ま
し
た
。

★
高
額
療
養
費
の
申
請
に
は
、
次
の
も
の

　

を
お
持
ち
く
だ
さ
い
。

　
　

・
医
療
費
領
収
書

　
　

・
保
険
証

　
　

・
印
鑑

　
　

・
口
座
番
号
が
わ
か
る
も
の

高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
額
の
計
算
条
件
が
変
更
さ
れ
ま
し
た

　

旧
総
合
病
院
（
高
島
市
内
で
は
公
立
高

島
総
合
病
院
が
該
当
）
で
、
診
療
科
名
が

異
な
る
診
療
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
別

の
医
療
機
関
と
み
な
し
て
、
別
計
算
。

変更前
　

同
じ
病
院
内
の
診
療
で
あ
れ
ば
、
医
療

費
を
合
算
し
て
計
算
。

（
※
た
だ
し
、
医
科
と
歯
科
、
入
院
と
外
来

は
別
計
算
に
な
り
ま
す
。）

変更後

　国民年金には、経済的な理由で保険料を納める
のが困難な場合、申請により保険料の納付が免除
または猶予される制度があります。

　申請の手続きは、高島市役所保険年金課、各支
所窓口、または大津年金事務所国民年金課で行っ
てください。
　国民年金保険料が免除または猶予される制度
は、次のとおりです。

《 保険料申請免除 》
　本人・配偶者・世帯主の前年所得が一定基準以
下の場合、申請して承認されると保険料が全額ま
たは一部が免除されます。
　承認期間：原則７月～翌年６月
※一部納付（４分の１納付、半額納付、４分の
３納付）については、保険料の納付がなけれ
ば未納と同じ取扱いになります。

《 若年者納付猶予 》
　30歳未満の方で、本人・配偶者の前年所得が
一定基準以下の場合、申請して承認されると保険
料が猶予されます。承認期間は、原則７月から翌
年６月までです。
《 学生納付特例 》
　学生の方で、本人の前年所得が一定基準以下の
場合、申請して承認されると保険料が猶予されま
す。承認期間は、原則４月から翌年３月までです。

※ただし、一部納付については納期限までに保険料が
納付されていることが前提です。

納付が困難な場合は
ご相談ください！

国民年金保険料の

★
自
己
負
担
限
度
額
に
つ
い
て
は

　
　
　
　
　
　
【
表
１
】
の
と
お
り
で
す
。

《
限
度
額
適
用
認
定
証
》

《
限
度
額
適
用
・

　
　

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
》

全額免除
一部納付（一部免除）※ 学生納付

特例
若年者納
付猶予

４分の１
納付

半額
納付

４分の３
納付

老齢基礎年
金を受給す
るために必
要な受給資
格期間に

入ります 入ります 入ります 入ります 入ります

老齢基礎年
金を計算す
る際には

８分の４
が反映し
ます

８分の５
が反映し
ます

８分の６
が反映し
ます

８分の７
が反映し
ます

反映しま
せん

【参考】保険料免除・若年者納付猶予・学生納付特例の違い


